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損益計算書 （平成28年4月1日～平成28年12月31日）
営業費用 21億2,827万円 営業収益 24億4,386万円
　維持管理費 6億4,698万円 　うち下水道使用料 16億7,511万円
　一般管理費など 14億8,129万円
営業外費用 1億6,782万円 営業外収益 5億　815万円
　うち支払利息 1億6,782万円 特別利益 141万円
当年度純利益 6億5,733万円

合計 29億5,342万円 合計 29億5,342万円

貸借対照表 （平成28年12月31日）
固定資産 346億6,129万円 固定負債 129億3,728万円
　土地 27億4,135万円 　うち企業債 129億1,400万円
　構築物など 319億1,994万円 　（平成29年度以降に

　 償還するもの）
流動資産 19億　219万円 流動負債 10億2,017万円
　うち現金預金 13億3,417万円 　うち企業債 6億2,035万円

　（平成28年度に償還
　 するもの）
繰延収益 120億6,218万円
資本金 91億6,525万円
剰余金 7億2,128万円
当年度純利益 6億5,733万円

合計 365億6,348万円 合計 365億6,348万円

もりトピ 保険福祉くらし安全・安心子育て教育

時日時　内内容　場場所　対対象　定定員　申申込・申請　講講師　￥費用（無料の場合は掲載を省略しています）　保一時保育　持持ち物
備備考　注注意事項　提提出　配配布　問問い合わせ　℡電話番号　7フリーダイヤル　FAXファクス　 メール　HPホームページ
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水道事業会計予算の執行状況

下水道事業会計予算の執行状況

平成28年度予算執行状況 平成28年12月31日現在
区分 予算額 執行額 執行率

収
入

給水収益 26億4,471万円 19億8,404万円 75.0%
その他 7億7,315万円 1億1,749万円 15.2%

計 34億1,786万円 21億　153万円 61.5%

支
出

水道水の製造に要する費用 6億6,811万円 3億1,669万円 47.4%
供給に要する費用 6億1,897万円 3億9,112万円 63.2%
一般管理費など 15億4,553万円 8億8,139万円 57.0%
建設に要する費用 7億9,521万円 3億5,987万円 45.3%
企業債償還金 7億8,507万円 4億2,908万円 54.7%

計 44億1,289万円 23億7,815万円 53.9%

損益計算書 （平成28年4月1日～平成28年12月31日）
営業費用 14億3,571万円 営業収益 18億8,231万円
水道水の製造に要する費用 3億　391万円 　うち給水収益 18億3,707万円
供給に要する費用 3億7,319万円
一般管理費など 7億5,861万円
営業外費用 1億2,021万円 営業外収益 6,201万円
　うち支払利息 1億2,019万円 　うち加入金 6,076万円
特別損失 143万円
当年度純利益 3億8,697万円

合計 19億4,432万円 合計 19億4,432万円

貸借対照表 （平成28年12月31日）
固定資産 195億　  43万円 固定負債 112億7,624万円
　土地 2億7,063万円 　うち企業債 111億7,665万円
　構築物など 192億2,980万円 　(平成29年度以降に

　 償還するもの)
流動資産 21億2,479万円 流動負債 7億8,959万円
　うち現金預金 6億2,958万円 　うち企業債 3億5,567万円

　(平成28年度に償還
　 するもの)

繰延勘定 1億3,470万円 繰延収益 8億4,873万円
資本金 66億7,149万円
剰余金 17億8,690万円
当年度純利益 3億8,697万円

合計 217億5,992万円 合計 217億5,992万円

平成28年度予算執行状況 平成28年12月31日現在
区分 予算額 執行額 執行率

収
入

下水道使用料 23億2,500万円 18億　912万円 77.8%
その他 43億1,965万円 13億4,426万円 31.1%

計 66億4,465万円 31億5,338万円 47.5%

支
出

維持管理費 12億　735万円 6億8,571万円 56.8%
一般管理費など 24億5,887万円 16億6,979万円 67.9%
建設に要する費用 24億　968万円 5億　393万円 20.9%
企業債償還金 13億2,025万円 6億9,989万円 53.0%

計 73億9,615万円 35億5,932万円 48.1%

　平成28年12月31日現在、収入は予算額34億１千78
6万円に対して、執行額は21億153万円（執行率61.
5％）、支出は予算額44億１千289万円に対して、執行額
は23億７千815万円（執行率53.9％）となっています。
　本年度の水道事業は、安全・安心な水を安定的かつ安価
に供給するために、「地震など災害に強い水道システムの
確立」と「良質な水道水の供給」を事業運営の基本方針と
して定め、各種の事業を実施しています。
　主な内容は、市内に布設している配水管の耐震化事業、
市内の水道施設を一元的につかさどる中央制御装置の更
新事業、および良質な水道水を蛇口までお届けするため
の鉛給水管解消事業などです。
　また、財政面では、事業収入の根幹である水道料金収
入が毎年減少する中、事務改善などによる経営の効率化
により、人件費や企業債利息の抑制など徹底した経費の
節減に取り組んでいます。
　平成28年12月31日現在では、3億8千697万円の純利
益を計上していますが、工事費や企業債利息の支払いな
どにより減少する見込みであり、平成28年度末には約8
千999万円の純利益となる見込みです。
問水道局総務課
℡06-6991-6774

　
個
人
市
民
税・府
民
税（
以
下「
個

人
住
民
税
」）の
申
告
は
３
月
15
日

（
水
）ま
で
で
す
。

　
平
成
29
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１
月
１
日
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に
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し
て
い
る
人
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、
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人
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民
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告
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す
。

　
た
だ
し
、
税
務
署
へ
確
定
申
告
書

を
提
出
す
る
人
や
勤
務
先
で
年
末
調

整
を
し
た
人（
給
与
以
外
の
所
得
が

な
い
場
合
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、
個
人
住
民
税
の
申

告
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。

　
年
金
受
給
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確
定
申
告
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個

人
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告
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要
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な
る
場

合
が
あ
る
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で
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く
だ
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。
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収
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。
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。
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３
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付
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収
入
を
証
明
す
る
書
類（
給
与
や

公
的
年
金
な
ど
の
源
泉
徴
収
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収
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控
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収
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ち
２
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①
個
人
番
号
カ
ー
ド

② 

顔
写
真
付
き
の
身
分
証
明
書（
運

転
免
許
証
、
パ
ス
ポ
ー
ト
、
身
体

障
害
者
手
帳
、
学
生
証
な
ど
）
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顔
写
真
の
無
い
身
分
証
明
書（
各

種
保
険
証
、
年
金
手
帳
、
各
種
源

泉
徴
収
票
、
保
険
料
控
除
証
明
書

な
ど
）

　平成28年12月31日現在、収入は予算額66億4千4
65万円に対して、執行額は31億5千338万円（執行率
47.5％）、支出は予算額73億９千615万円に対して、
執行額は35億5千932万円（執行率48.1％）となって
います。
　本年度の下水道事業は、良好な公衆衛生の保全およ
び浸水被害の軽減を行う重要なインフラとして持続可
能な経営のために、事業を実施しています。
　主な内容は、管

かんきょ
渠の耐震化、災害時の避難場所とな

る学校にマンホールトイレの設置および老朽化した設
備の更新工事などです。
　経営状況は、平成28年12月31日現在において６億
５千733万円の純利益を計上しています。
問下水道管理課
℡06-6992-1747

　
個
人
市
民
税・府
民
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通
徴
収

分
）、固
定
資
産
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都
市
計
画
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お

よ
び
軽
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め
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い
な
い
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は
、
至
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し
て
く
だ
さ
い
。

　
納
期
限
ま
で
に
納
付
が
な
い
場

合
、
納
付
さ
れ
る
ま
で
の
期
間
に
応

じ
て
延
滞
金
が
加
算
さ
れ
ま
す
。

　
納
付
で
き
る
資
力
が
あ
る
に
も
か

か
わ
ら
ず
納
付
が
な
い
場
合
、
財
産

（
不
動
産・預
金・給
与
な
ど
）に
対
し

差
し
押
さ
え
、
公
売
な
ど
を
行
っ
て

い
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
市
税
の
納
付
催
告
に
応
じ

な
い
滞
納
者
に
対
し「
大
阪
府
域
地

方
税
徴
収
機
構
」へ
の
引
継
予
告
書

を
４
月
に
順
次
発
送
し
ま
す
。

　
引
継
予
告
書
を
発
送
し
て
も
完
納

に
至
ら
な
か
っ
た
事
案
は
、
同
機
構

に
お
い
て
大
阪
府
と
共
同
し
、
徹
底

し
た
財
産
調
査
を
行
い
、
差
し
押
さ

え
や
公
売
を
実
施
す
る
な
ど
、
よ
り

厳
正
な
滞
納
整
理
を
行
う
こ
と
と
な

り
ま
す
。

　
市
税
を
滞
納
し
て
い
る
人
は
、
至

急
納
付
し
て
く
だ
さ
い
。

問
納
税
課

℡ 

０
６
・
６
９
９
２
・
１
８
５
２
〜

１
８
５
４

　
４
月
１
日
現
在
、
原
動
機
付
自
転

車
、軽
自
動
車
、小
型
特
殊
自
動
車
、

二
輪
の
小
型
自
動
車
の
所
有
ま
た
は

使
用
者
に
、
軽
自
動
車
税
が
課
税
さ

れ
ま
す
。

　
こ
れ
ら
の
車
な
ど
を
人
に
譲
っ
た

り
、
市
外
に
住
所
変
更
し
た
り
、
盗

難・
廃
車
な
ど
で
使
用
で
き
な
く

な
っ
た
時
は
、
３
月
31
日（
金
）ま
で

に
廃
車
な
ど
の
手
続
き
を
済
ま
せ
て

く
だ
さ
い（
下
表
）。

　
原
動
機
付
自
転
車（
125 

cc
以
下
）・

小
型
特
殊
自
動
車
の
廃
車
の
手
続
き

を
バ
イ
ク
買
取
業
者・
廃
品
回
収
業

者
な
ど
に
依
頼
し
た
場
合
は
、
市
役

所
が
発
行
し
た
廃
車
受
付
書
を
必
ず

こ
れ
ら
の
業
者
か
ら
受
け
取
っ
て
く

だ
さ
い
。
廃
車
手
続
き
が
さ
れ
て
い

郵
送
で
の
申
告
　

　
申
告
書
に
必
要
事
項
を
記
入
の

上
、
収
入
お
よ
び
所
得
控
除
を
証
明

す
る
資
料
な
ら
び
に
個
人
番
号
カ
ー

ド
な
ど
の
写
し
を
同
封
し
て
、
課
税

課
市
民
税
係
へ
送
付
し
て
く
だ
さ
い
。

注 

昨
年
に
個
人
住
民
税
の
申
告
を
し

て
い
る
人
に
は
、
あ
ら
か
じ
め
申

告
書
を
送
付
し
て
い
ま
す
。
新
た

に
個
人
住
民
税
の
申
告
書
が
必
要

な
人
は
、
連
絡
し
て
く
だ
さ
い
。

問
課
税
課
市
民
税
係

℡ 

０
６
・
６
９
９
２
・
１
４
５
６

る
か
不
明
な
場
合
は
、
問
い
合
わ
せ

く
だ
さ
い
。

問
課
税
課
税
政
係

℡ 
０
６
・
６
９
９
２
・
１
４
５
８

車種 原動機付自転車（125cc 以下）
小型特殊自動車

軽自動車
（軽三輪・軽四輪）

軽二輪（126cc ～ 250cc）
二輪の小型自動車（251cc 以上）

手続き
問い合わせ
先

課税課税政係

℡ 06-6992-1458

軽自動車検査協会
大阪主管事務所・高槻支所
高槻市大塚町 4-20-1
℡ 050-3816-1841

近畿運輸局
大阪運輸支局
寝屋川市高宮栄町 12-1
℡ 050-5540-2058

廃車時に
必要なもの

・ナンバープレート
・原動機付自転車申告済証
・印鑑
・本人確認書類
　（運転免許証、健康保険証など）

上記へ問い合わせください

もりトピ


